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研究成果の概要（和文）：本研究は、政党内の資源配分が議場投票における政党の一体性に与える影響を検証し
た。5年の期間中、3本の論文を英文査読誌に掲載することができた。

特に本研究では、議会の委員会と委員長の役割に注目した。議院内閣制では、内閣が法案を法案を作成するもの
の、法案を成立させるためには、議会で可決する必要がある。本研究は、①たとえ与党からであっても、党から
逸脱した政策的立場をとる議員が委員長を務める場合委員会での修正が増えること、②与党は、そうした委員長
の逸脱を防ぐために、党から近い政策的立場の議員を委員長に任命していることを明らかにした。

研究成果の概要（英文）：This project examines the role of intra-party allocation of electoral 
resources in maintaining party unity in legislative voting. Over the five-year research period, 
three articles have been published in peer-reviewed journals.

This project has specifically focused on legislative committees and chairs. In parliamentary 
systems, bills sponsored by the cabinet must be passed in parliaments to become law. The study has 
found that (1) committees chaired by legislators, even from a government party, with policy 
positions deviating from their party are more likely to amend government bills, and (2) government 
parties are more likely to appoint legislators with policy positions closer to the party to 
committee chairs in order to prevent chairs from deviating from the party positions.

研究分野：政治学
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令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究は、学術的には2つの意義がある。第1に、従来の政党の一体性の研究は、議員の議場投票の造反に焦点を
当ててきたが、本研究は法案の提出と議会での成立にはギャップがあり、政党は理想的な政策の実現や一体性の
ためには、議会、委員会、委員長を統制する必要性を発見した点である。第2に、特に政党の政策的立場から外
れた議員が委員長を務めると、委員会での政府法案の修正が増えることを実証的に示した初めての研究である。

社会的意義は、議会と委員会の重要性を示した点である。これまで日本の国会では、ほとんどの閣法を成立さ
せ、政府の追認機関でしかないと評価されてきたが、本研究は、議会の積極的な役割を発見している。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 

政党による所属議員の投票の規律の手段について、Cox and McCubbins (2007）、Hix(2004)、

Sieberer (2006)が、議事や公認・当選の統制などの強制的な手段を示しているが、強制手段

では常時党と議員の対立を招くため、政党は安定的に法案を制定できない。また、Alexander 

et. al. (2016) 、Jenkins and Monroe (2012)が、一体性維持における資源の重要性を指摘しはじ

めたが、資源が議員の当選可能性を改善するか実証的証拠が不十分、資源が議員の造反を防

止するか実証的証拠が不十分、政党が誰に資源を配分するか研究結果が対立しているとい

う問題を抱える 

 

２．研究の目的 

本研究の問いは、「政党は、異なる政策的立場をもつ議員によって構成されているにも関わ

らず、議員が党議に沿った同一の議場投票をすることを、どのような手段によって実現して

いるのか」である。 

本研究は、「政党は、所属議員に選択的な資源（資金、役職、利益誘導）配分を行うことで、

個々の議員の当選を支援しつつ、党の政策へ賛成させている」ことを実証的に証明する。 

 

３．研究の方法 

第 1に、政党が資源を議員の政策位置に応じて配分していることを明らかにする。議員の政

策位置は、毎回の国政選挙において、候補者に政策争点への考えを尋ねた東大・朝日調査を

用いて推定する。政党が所属議員に配分する資源としては、内閣（大臣・副大臣・大臣政務

官）、国会（委員会委員長・理事）、党（部会長・副部会長）の役職に焦点を当て、官邸のウ

ェブページや国会議事録から役職配分のデータセットを構築する。こうしたデータを用い、

議員の政策位置と資源配分の関係を主として計量分析によって考察する。 

 

第 2に、資源配分が議員の当選可能性を高めているのかを実証的に明らかにする。資源配分

は上述の役職配分に焦点をあてる。パネルデータ分析を用い、議員個人の固有効果を統制し

たうえで、役職配分と選挙成績（当落、得票率、対次点得票率）の関係を考察する。 

第 3 に、資源配分が議場投票における造反を防止しているのかを明らかにする。2005 年の



郵政民営化法案や、2012 年の消費増税法案をケースとして、各議員の政策的立場を統制し

たうえで、資源（役職）を受けた議員ほど党議に沿った投票をしているのかを検証する。 

この 3つの作業を通じ、①政党は所属議員の政策的立場に応じて選択的に資源を配分し、②

その資源が議員の選挙での当選確率を高め、③資源を配分された議員は党議に沿った投票

行動を行うことを実証する。これにより、本研究の「政党が所属議員に選択的な資源（資金、

役職、利益誘導）配分を行うことで、党の政策へ賛成させている」という主張を確定する。 

 

４．研究成果 

本研究は、政党内の資源配分が議場投票における政党の一体性に与える影響を検証した。5

年の期間中、3本の論文を英文査読誌に掲載することができた。 

 

特に本研究では、議会の委員会と委員長の役割に注目した。議院内閣制では、内閣が法案を

法案を作成するものの、法案を成立させるためには、議会で可決する必要がある。本研究は、

①たとえ与党からであっても、党から逸脱した政策的立場をとる議員が委員長を務める場

合委員会での修正が増えること、②与党は、そうした委員長の逸脱を防ぐために、党から近

い政策的立場の議員を委員長に任命していることを明らかにした。 
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